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※駐車場の準備はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願い申しあげます｡
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株　主　各　位

拝啓　株主の皆さまには日頃よりご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第82期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主
総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご記入の上、平成29年６月27日（火曜
日）午後５時15分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

１．日　　時 平成29年６月28日（水曜日）　午前10時
２．場　　所 大阪市浪速区湊町一丁目２番３号  ホテルモントレ  グラスミア大阪  21階   ブルーベルの間

３．目的事項
　報告事項 １．第82期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

   事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
   監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第82期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
   計算書類の内容報告の件

　決議事項 第１号議案     剰余金の処分の件
第２号議案     取締役８名選任の件
第３号議案     監査役１名選任の件

記

以　上

第82期 定時株主総会招集ご通知

証券コード  1852
平成29年６月8日

大阪市浪速区湊町一丁目２番３号マルイト難波ビル

代表取締役社長　淺 沼 健 一

1 Asanuma  Corporation
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◎ 当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.asanuma.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

（1）連結計算書類の連結注記表
（2）計算書類の個別注記表

なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、監査役が監査報告を、会計監査
人が会計監査報告を作成するに際して監査をした書類の一部であります。

◎ 株主総会参考書類及び添付書類（事業報告、計算書類、連結計算書類）の記載事項について、修正すべき事項が生じ
た場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.asanuma.co.jp/）に掲載させていただきます。

平成29年６月28日（水曜日）  午前10時

平成29年６月27日（火曜日）  午後５時15分必着

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげ
ます。

書面により議決権を行使することができますので、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご記入の上、行使期限までに到着するようご返送
ください。

行使期限

議決権行使のご案内

当日ご出席の場合

当日ご出席願えない場合

2Asanuma  Corporation
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●株主総会参考書類

3 Asanuma Corporation

第1号議案 剰余金の処分の件
　
　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の最重要施策として考え、それを実現するため、将来の事業展
開に必要な新技術を開発しつつ、会社の競争力の維持強化に努め、業績に裏付けられた成果配分を行うことを基
本方針としております。
　当期の期末配当金につきましては、経営体質の強化に必要な内部留保等を確保しつつ、財務状況及び業績など
を総合的に勘案し、また、平成29年１月20日に創業125周年を迎えることができましたことから記念配当を加
え、前期に比べて１株につき５円増配の10円とさせていただきたいと存じます。

１ 配当財産の種類
金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株について10円（うち、普通配当８円・創業125周年記念配当２円）
総額837,766,460円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月29日

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）
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Asanuma Corporation 4

第2号議案 取締役８名選任の件
　
　取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役８名の選任をお願い
するものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
　
候補者番号

１
再 任

あさ ぬま けん いち

淺沼 健一（昭和25年12月17日生） 所有する当社の株式の数 1,746,450株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和48年４月 当社入社
昭和60年２月 当社取締役本社海外事業部次長
平成元年２月 当社常務取締役本社人事部長
平成３年６月 当社代表取締役常務取締役

社長室長兼本社人事部長
平成４年11月 当社代表取締役専務取締役社長室長
平成７年６月 当社代表取締役 取締役社長

平成16年６月 当社代表取締役社長執行役員社長
平成23年12月 当社代表取締役社長執行役員社長

事業本部長
平成24年４月 当社代表取締役社長執行役員社長

統括事業本部長
平成25年４月 当社代表取締役社長執行役員社長

現在に至る

[重要な兼職の状況]
淺沼建物株式会社 代表取締役社長
アサヌマ・コンストラクション・リミテッド・インターナショナル 取締役社長

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の代表取締役として企業経営に精通していることから取締役候補者に選任いたしました。

　

（注） 淺沼健一氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　
候補者番号

２
再 任

ひろ た しん じ

廣田 新次（昭和25年７月15日生） 所有する当社の株式の数 14,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和48年４月 当社入社
平成15年９月 当社大阪本店営業第２部長
平成19年６月 当社常務執行役員東京本店長
平成20年６月 当社代表取締役常務執行役員東京本店長
平成21年６月 当社取締役常務執行役員東京本店長

平成23年４月 当社取締役常務執行役員東京本店駐在
平成24年４月 当社取締役常務執行役員

統括副事業本部長
平成25年４月 当社取締役常務執行役員建築事業本部長
平成29年４月 当社取締役専務執行役員建築事業本部長

現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の建築事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者に選任い
たしました。

　

（注） 廣田新次氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



●　株主総会参考書類

5 Asanuma Corporation

候補者番号

３
再 任

やま こし もり お

山腰 守夫（昭和30年９月３日生） 所有する当社の株式の数 22,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
平成14年６月 株式会社三井住友銀行

新宿法人営業第二部長
平成15年６月 同行本店（東京）上席調査役
平成16年４月 同行名古屋法人営業第二部長
平成18年４月 同行業務監査部 上席考査役
平成19年６月 当社入社 執行役員

東京本店建築営業担当

平成24年４月 当社常務執行役員統括副事業本部長
平成24年６月 当社取締役常務執行役員

統括副事業本部長
平成25年１月 当社取締役常務執行役員社長室長
平成27年４月 当社取締役常務執行役員

社長室長兼海外事業担当
平成29年４月 当社取締役専務執行役員

社長室長兼海外事業担当
現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴や、金融機関において培ったマネジメントと知見を有し、当社の本社及び海外事業を中心に業務全般に精
通していることから取締役候補者に選任いたしました。

　

（注） 山腰守夫氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

候補者番号

４
再 任

こ じま たつ ゆき

小島 達行（昭和25年６月13日生） 所有する当社の株式の数 17,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和49年４月 当社入社
平成15年10月 当社大阪本店土木部長
平成19年10月 当社大阪本店土木部統括部長
平成21年４月 当社大阪本店副本店長（土木担当）
平成22年４月 当社執行役員

大阪本店副本店長（土木担当）兼経営企
画本部副本部長（土木担当）

平成23年12月 当社執行役員
大阪本店副本店長（土木担当）兼事業本
部副本部長（土木担当）

平成24年４月 当社執行役員土木事業本部長
平成24年６月 当社取締役執行役員土木事業本部長
平成26年４月 当社取締役常務執行役員土木事業本部長
平成27年４月 当社取締役常務執行役員土木事業本部長

兼安全環境管理本部長
平成29年４月 当社取締役専務執行役員土木事業本部長

兼安全環境管理本部長
現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の土木事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者に選任い
たしました。

　

（注） 小島達行氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）
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Asanuma Corporation 6

候補者番号

５
再 任

うえ だ たか し

上田 隆史（昭和24年９月11日生） 所有する当社の株式の数 55,000株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和43年４月 当社入社
平成18年10月 当社広島支店建築部長
平成20年７月 当社大阪本店建築部長
平成21年４月 当社執行役員

東京本店副本店長（建築担当）

平成24年４月 当社常務執行役員大阪本店長
平成26年６月 当社取締役常務執行役員大阪本店長
平成29年４月 当社取締役大阪本店駐在

現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の大阪本店建築事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者
に選任いたしました。

　

（注） 上田隆史氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

候補者番号

６
新 任

たて いし ゆう いち

立石 勇一（昭和30年12月26日生） 所有する当社の株式の数 3,097株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和55年４月 当社入社
平成24年４月 当社東京本店建築部長
平成28年１月 当社東京本店副本店長（建築担当）

平成28年４月 当社常務執行役員東京本店長
現在に至る

取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、当社の東京本店建築事業を中心に業務全般とマネジメントに精通していることから取締役候補者
に選任いたしました。

　

（注） 立石勇一氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
　

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



●　株主総会参考書類
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候補者番号

７
再 任

社 外

さい とう ひろ やす

齋藤 宏保（昭和22年３月17日生） 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和45年４月 ＮＨＫ（日本放送協会）入局
平成７年６月 同局 解説委員
平成10年６月 同局 解説主幹
平成16年３月 同局 定年退職
平成16年４月 東京農工大学大学院客員教授

（平成17年３月退任）

平成17年４月 中部大学人文学部教授・メディア教育セ
ンター長（平成27年３月退任）

平成27年６月 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサー
ビス 専門委員（現任）

平成28年６月 当社社外取締役
現在に至る

社外取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、ジャーナリストとしての専門分野における豊富な知識・経験等を有することなどから、当社の業
務執行の適法性確保のために有益であると判断し、社外取締役候補者に選任いたしました。

　

（注）１. 齋藤宏保氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．齋藤宏保氏の当社社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時を持って１年となります。
３．当社は、齋藤宏保氏との間で、社外取締役としての役割を十分に発揮できるよう法令に定める限度まで責任

を限定する責任限定契約を締結しております。
４．当社は齋藤宏保氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

候補者番号

８
新 任

社 外

ふく だ まさ ふみ

福田 昌史（昭和19年８月25日生） 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
昭和46年４月 建設省（現国土交通省）入省
平成11年10月 同省四国地方建設局（現四国地方整備

局）局長
平成13年11月 水資源開発公団（現水資源機構）理事

平成20年５月 四国建設弘済会（四国クリエイト協会）
理事長
現在に至る

[重要な兼職の状況]
高知工科大学客員教授

社外取締役候補者の選任理由
上記の経歴を有し、長年建設分野に携わってきたことによる豊富な知識・経験等を有することなどから、当社の業務
執行の適法性確保のために有益であると判断し、社外取締役候補者に選任いたしました。

（注）１. 福田昌史氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．当社は、福田昌史氏との間で、社外取締役としての役割を十分に発揮できるよう法令に定める限度まで責任
を限定する責任限定契約を締結する予定です。

３．当社は福田昌史氏が社外取締役に就任された場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる予定で
す。

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

Asanuma Corporation 8

第3号議案 監査役１名選任の件
　
　監査役山脇衛氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１名の選任をお願い
するものであります。なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　

再 任

社 外

やま わき まもる

山脇 衛（昭和21年７月11日生） 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位及び重要な兼職の状況
昭和53年４月 弁護士登録

岸本亮二郎法律事務所入所
昭和55年４月 小野・山脇法律事務所入所
平成２年４月 山脇法律事務所開設

平成24年６月 当社補欠監査役
平成25年６月 当社監査役

現在に至る

[重要な兼職の状況]
社会福祉法人三秀会監事

社外監査役候補者の選任理由
上記の経験を有し、弁護士として専門分野における豊富な知識・経験等を、当社の監査に反映していただくため、社
外監査役候補者に選任いたしました。

　

（注）１. 山脇衛氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２．山脇衛氏の当社社外監査役に就任してからの年数は、本総会終結の時を持って４年となります。
３．当社は、山脇衛氏が社外監査役に就任された場合、社外監査役としての役割を十分に発揮できるよう同氏と

の間で、法令に定める限度まで責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。
４．当社は山脇衛氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　
以 上
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１ 企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果
　
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、高い水準にある企業収益や雇用・所得の改善が続く中で、各種政策
効果もあり、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかし、新興国経済の減速、英国のEU離脱、米国の新政
権運営への懸念等、先行き不透明感に関しては深まる状況で推移いたしました。
　当社グループの主たる事業である建設業界におきましては、公共建設投資については、平成28年度補正予算の
実現等により底堅く、民間建設投資については、堅調な住宅関連投資や企業収益の改善を背景として持ち直しの
動きが見られる設備投資等により、建設投資全体としては堅調に推移いたしました。
　このような環境の下、当社グループの当連結会計年度の受注高は良好な受注環境の中、新規・追加工事の受注
増により期初計画を上回り1,530億９千６百万円となり、前連結会計年度比9.4％の増加となりました。また、
売上高は、1,326億９千９百万円となり、前連結会計年度比9.7％の減少となりました。
　部門別売上高は、建築事業が1,042億３千１百万円（前連結会計年度比17.3％減）、土木事業が273億８千７
百万円（前連結会計年度比39.8％増）、その他の事業が10億８千万円（前連結会計年度比18.1％減）でありま
す。
　この結果、当社グループにおける受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。

　（単位：百万円）

区 分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建
設
事
業

建 築 90,263 119,754 104,231 105,785

土 木 26,536 33,341 27,387 32,490

計 116,799 153,096 131,618 138,276

そ の 他 の 事 業 - - 1,080 -

合 計 116,799 153,096 132,699 138,276

　損益に関しまして、営業損益は、66億６千５百万円の利益（前連結会計年度比3.3％増）となりました。
　経常損益は、63億８千５百万円の利益（前連結会計年度比3.6％増）となりました。
　親会社株主に帰属する当期純損益は、上記に加え、繰延税金資産の計上額が増えたことにより72億９千４百万
円の利益（前連結会計年度比8.4％増）となりました。
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２．設備投資等の状況
　
　当連結会計年度中に実施した設備投資は、技術研究所の設備更新・改修、及び社内システムの機能拡張等の情
報関連設備(ソフトウェア含む)を中心に総額は６億５千万円であります。

３．資金調達の状況
　
　当連結会計年度中に、価格競争力の強化及びリニューアル関連工事の受注力の強化に向けた技術研究所の機能
更新・増改築、収益力の向上等を目的としたＩＣＴ（情報通信技術）関連システム構築に係る設備投資、及び業
務効率化を目的とした基幹システム関連構築に充当するため、平成29年３月15日を払込期日とする、公募によ
る新株式発行（一般募集）により、6,700,000株の新株式を発行し、20億８千万円の資金調達（1株当たり発行
価額310.56円）を行い、平成29年３月29日を払込期日とする、第三者割当による新株式発行により、
1,000,000株の新株式を発行し、３億１千万円の資金調達（1株当たり発行価額310.56円）を行いました。
　また、経営環境の変化に柔軟に対応するため、安定的かつ機動的な資金調達枠を確保するとともに、より一層
の財務基盤の強化を図ることを目的としてコミットメントライン契約を締結しております。

４．対処すべき課題
　
　次期の見通しにつきまして、わが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種経済政策等の効果によ
り、引き続き景気の緩やかな回復が期待されるものの、中国をはじめとする新興国経済の下振れリスクや米国新
政権の政策等による日本経済に与える影響等、予断を許さない状況が続くものと思われます。
　当社グループの主たる事業である建設業界につきまして、次期（平成29年度）の建設投資は、公共・民間とも
堅調さを維持し、総じて前期（平成28年度）と同程度で推移すると見込まれます。ただし企業業績に影響を与え
る、資材、労務の調達価格の動向には注視する必要があります。
　このような状況の中、当社グループといたしましては、引き続き利益重視の「選別受注」と「高品位な作業所
管理」の徹底により、安定した業績の確保・継続を目指してまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

平成26年
３月期

平成29年
３月期

平成28年
３月期

平成27年
３月期

受注高

１株当たり当期純利益

売上高

総資産

親会社株主に帰属する当期純利益

純資産

（百万円）

（円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

126,746 118,438
139,998 153,096

136,311 126,837
146,982 132,699

1,760
2,793

6,728 7,294

8,481
13,650

19,925

30,071106,341 104,143 106,063 104,395

23.13
36.71

88.44 95.14

５．財産及び損益の状況の推移
　

区 分 平成26年
３月期

平成27年
３月期

平成28年
３月期

平成29年
３月期

受 注 高 （百万円） 126,746 118,438 139,998 153,096

売 上 高 （百万円） 136,311 126,837 146,982 132,699

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 1,760 2,793 6,728 7,294

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 23.13 36.71 88.44 95.14

総 資 産 （百万円） 106,341 104,143 106,063 104,395

純 資 産 （百万円） 8,481 13,650 19,925 30,071
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６．重要な親会社及び子会社の状況
　
① 親会社との関係
　該当事項はありません。
　
② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
淺 沼 建 物 株 式 会 社 20百万円 100.0％ 損害保険代理業

　

（注） 当社の連結子会社は上記の重要な子会社１社を含め５社であり、このほか持分法適用会社３社があります。
　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。
　
　
７．主要な事業内容
　
　当社グループは、建設業法により特定建設業者として国土交通大臣許可を受け、土木、建築並びにこれらに関
する事業、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として国土交通大臣免許を受けて不動産に関する事業、建
築物・関連設備の管理メンテナンス事業、損害保険代理業を行っております。
　
　
８．主要な営業所
　
① 当 社
　

名 称 所 在 地
本 社 大 阪 市 浪 速 区
大 阪 本 店 大 阪 市 浪 速 区
東 京 本 店 東 京 都 港 区
名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 中 村 区
北 海 道 支 店 札 幌 市 豊 平 区
東 北 支 店 仙 台 市 青 葉 区
さいたま支店 さ い た ま 市 南 区
横 浜 支 店 横 浜 市 中 区
神 戸 支 店 神 戸 市 中 央 区
広 島 支 店 広 島 市 南 区
九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区

　
② 子会社
　

名 称 所 在 地
淺 沼 建 物 株 式 会 社 大 阪 市 浪 速 区

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



●　事業報告

13 Asanuma Corporation

９．従業員の状況
　

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数

1,243名 21名増
　

10．主要な借入先
　

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,857 百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,521

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,320

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,161
　

（注）１．上記の借入先には、ＰＦＩ事業を営む連結子会社に対する株式会社三井住友銀行を幹事とするプロジェクトファイナンスロ
ーン１件（借入先３社）総額1,478百万円並びに、株式会社足利銀行を幹事とするプロジェクトファイナンスローン１件
（借入先７社）総額3,627百万円は含めておりません。

２．当社においては、経営環境の変化に柔軟に対応するため、安定的かつ機動的な資金調達枠を確保するとともに、より一層の
財務基盤の強化を図ることを目的としてコミットメントライン契約を締結しております。なお、当連結会計年度末における
当該実行残高はございません。
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２ 会社の株式に関する事項

１．発行可能株式総数 293,565,000株

２．発行済株式の総数 85,086,293株（自己株式1,309,647株を含む)

３．株 主 数 7,535名（前期比165名増）

４．大 株 主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

淺 沼 組 弥 生 会 持 株 会 3,902千株 4.66 ％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,775 4.51

立 花 証 券 株 式 会 社 2,555 3.05

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 2,544 3.04

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＳＥＲＶＩＣＥＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／
ＪＡＳＤＥＣ／ＡＣＣＴ ＢＰ２Ｓ ＤＵＢＬＩＮ ＣＬＩＥＮＴＳ－ＡＩＦＭ 1,852 2.21

淺 沼 健 一 1,746 2.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,633 1.95

淺 沼 組 自 社 株 投 資 会 1,575 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,423 1.70

浅 沼 誠 1,372 1.64
　

（注）１．千株未満は切り捨てで表示しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

　

５．その他株式に関する重要な事項
　
　当社は、平成29年３月15日を払込期日とする、公募による新株式発行（一般募集）により、6,700,000株の
新株式を発行し、平成29年３月29日を払込期日とする、第三者割当による新株式発行により、1,000,000株の
新株式を発行いたしましたので、発行済株式の総数は7,700,000株増加し、85,086,293株となりました。
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３ 会社役員に関する事項
　
１．取締役及び監査役の氏名等

（平成29年３月31日現在）
　

会社における地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 淺 沼 健 一 執行役員社長

淺沼建物株式会社
代表取締役社長
アサヌマ・コンストラクショ
ン・リミテッド・インターナ
ショナル取締役社長

取 締 役 廣 田 新 次 常務執行役員 建築事業本部長
取 締 役 内 藤 秀 文 東京本店駐在

取 締 役 山 腰 守 夫 常務執行役員 社長室長
兼海外事業担当

取 締 役 小 島 達 行 常務執行役員 土木事業本部長
兼安全環境管理本部長

取 締 役 上 田 隆 史 常務執行役員 大阪本店長
取 締 役 野 末 佳奈子 株式会社シマノ 社外監査役
取 締 役 齋 藤 宏 保
常 勤 監 査 役 香 田 一 郎
常 勤 監 査 役 中 西 啓 悦

監 査 役 石 島 隆
法政大学大学院イノベーショ
ン・マネジメント研究科教授
三栄源エフ･エフ･アイ株式会
社社外監査役

監 査 役 山 脇 衛 社会福祉法人三秀会 監事
　

（注）１．取締役野末佳奈子氏及び齋藤宏保氏は、社外取締役であります。
２．監査役石島隆氏及び山脇衛氏は、社外監査役であります。
３．監査役石島隆氏は、公認会計士の資格を有し、また大学院教授として専門分野における豊富な知識・経験等を有しており、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役野末佳奈子氏及び齋藤宏保氏、監査役石島隆氏及び山脇衛氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

５．当期中の取締役及び監査役の異動
（１）就 任 平成28年６月28日開催の第81期定時株主総会において、齋藤宏保氏が取締役に、中西啓悦氏が監査役に選任

され、それぞれ就任いたしました。
（２）退 任 平成28年６月28日開催の第81期定時株主総会終結の時をもって、監査役古林繁則氏が退任いたしました。

６．平成29年４月１日付で、取締役廣田新次氏は専務執行役員建築事業本部長に、取締役山腰守夫氏は専務執行役員社長室長兼
海外事業担当に、取締役小島達行氏は専務執行役員土木事業本部長兼安全環境管理本部長に、取締役上田隆史氏は大阪本店
駐在に担当が変更になっております。
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２．責任限定契約の内容の概要
　
　当社は、各社外役員との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額
であります。

３．取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 支 給 額
取 締 役

(うち社外取締役)
８名
（２名）

118百万円
（７百万円）

監 査 役
(うち社外監査役)

５名
（２名）

27百万円
（８百万円）

合 計 13名 145百万円

４．社外役員に関する事項
　
① 社外役員の重要な兼職先と当社の関係
　当社とは記載すべき関係はありません。

② 社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役

野 末 佳奈子
社外取締役就任後開催の取締役会19回中19回に出席し、弁護士
としての専門的知見並びに企業法務に関する豊富な経験を活か
し、議案等について発言を行っております。

齋 藤 宏 保
社外取締役就任後開催の取締役会13回中13回に出席し、ジャー
ナリストとしての専門分野における豊富な知識・経験を活かし、
議案等について発言を行っております。

社外監査役

石 島 隆
当期開催の取締役会19回中14回、監査役会15回中12回に出席
し、主に公認会計士としての専門的見地からリスク管理及び決算
の在り方等財務全般について発言を行っております。

山 脇 衛
当期開催の取締役会19回中18回、監査役会15回中15回に出席
し、主に弁護士としての専門的見地から内部統制システムや、コ
ンプライアンスについて発言を行っております。
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４ 会計監査人の状況
　
１．会計監査人の名称
　
　新日本有限責任監査法人
　
２．会計監査人の報酬等の額
　

区 分 支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円
当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 51百万円

　

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査内容、職務遂行状況及び報酬見積の算出根拠が適切であるかどうかについて必要な検証を行
ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬の額
を区別しておらず、実質的にも区別できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　
３．非監査業務の内容
　
　当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、コンフォー
トレター作成業務等についての対価を支払っております。
　
４．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、監査役会の
決議により会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会の議案の内容を決定することといたします。
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役会は監査役全
員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　
５．会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分
　
　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要
① 処分対象
　新日本有限責任監査法人
② 処分内容
・契約の新規の締結に関する業務の停止 ３月（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）

③ 処分理由
・株式会社東芝の財務書類の監査において、同監査法人の公認会計士が相当の注意を怠り、重大な虚偽のあ
る財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため
・同監査法人の運営が著しく不当と認められたため
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Asanuma Corporation 18

５ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制

　
　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会におい
て決議しております。今後も経営・業務の適正性を確保するとともに、環境の変化に応じた見直しを行い、内部
統制システムの改善を図ってまいります。その概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 企業行動規範、コンプライアンス宣言を基本としたコンプライアンス規程、取締役会規則、執行役員規則
等を整備する。
② コンプライアンス委員会及びコンプライアンス室を設置し、内部通報制度を構築する。
③ 内部通報制度に基づく報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。
④ 監査室を設置し、業務活動が法令等に準拠しているか等を客観的に評価し、改善・提言を行うことを目的
とする内部監査を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会規則、稟議規程等に従い適切に保存及び管理し、必要に応じて検証、規程等の見直しを行う。

３．会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業推進に伴う損失の危険の管理については、リスクの適切な識別及び管理の重要性を認識・評価し、状況
分析を行い、業務に係る最適な管理体制を構築する。
① 日常業務に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部署で対応するとともに、必要に応じて専門性
を持った会議体で審議し、適切な対策を講じる。
② 突発的に発生する災害等に伴うリスクについては、危機管理の手引き等に基づき対応する。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は原則月１回開催し、また必要に応じて随時開催する。なお開催困難な場合は、書面決議ができ
るものとする。なお、重要案件については社長の諮問機関である経営会議に諮り、事前に検討し取締役会に
上程する。
② 経営上の意思決定と業務執行の明確化を目指して執行役員制度を採用する。

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 関係会社にも当社の企業行動規範、コンプライアンス宣言を基本としたコンプライアンス規程等を適用す
ることで、グループ全体の業務の適正化を図るとともに、内部通報制度についてもその通報窓口を関係会社
にも開放し、これを関係会社に周知することにより、当社グループにおけるコンプライアンスの実効性とグ
ループ内取引の公正性を確保する。
② 当社は、関係会社管理規程に基づき関係会社の業務執行を管理し、関係会社は、定期的に当社取締役会へ
業務執行についての報告を行うものとする。
③ 関係会社における事業推進に伴う損失の危険の管理について、リスクの適切な識別及び管理の重要性を認
識・評価し、状況分析を行うことで、当社グループ全体として、業務に係る最適な管理体制を構築する。

④ 当社と関係会社との間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、ITを適切かつ有効に利用する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、「監査役補助者」という）を置くことを求めた場合における
監査役補助者に関する事項
　取締役会は監査役会と協議し、職務を補助すべき監査役補助者を置く。

７．監査役補助者の取締役からの独立性に関する事項
　監査役補助者を置く場合は、監査役補助者の任免・評価等について常勤監査役の同意を得るものとする。

８．監査役の監査役補助者に対する指示の実効性の確保に関する事項
　監査役補助者を置く場合は、監査役補助者に、監査役の指示に基づいた調査に関する権限を認める。
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９．監査役への報告に関する体制
① 代表取締役及び取締役は、取締役会において担当業務の執行状況について監査役に報告する。
② 取締役及び使用人、並びに関係会社の取締役、監査役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第
１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、
当社及び当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、監査室が実施した内部監査結果、内部通報が
あった法令等の違反については、速やかに監査役に報告する。

10．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　監査役への報告をした者に対して、解雇その他の一切の不利益が生じないことを確保する。

11．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費
用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役は、必要に応じて、法律・会計等の専門家に相談をすることができ、その費用は会社が負担するもの
とする。

12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、監査の方針に基づき適切な運営を行うとともに、業務の執行状況を把握するため、取締役会等
の重要な会議に出席する。
② 監査役は、業務執行に関する重要な文書を随時閲覧し、必要に応じ取締役、使用人に対し説明を求めるこ
とができる。
③ 監査役と会計監査人及び監査室は相互に連携し、必要に応じて意見交換を行う。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況
　
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
①内部統制システム全般
　当社グループの内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の監査室がモニタリングし、改善を進めており
ます。
②コンプライアンス
　当社は、当社グループの使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内研修での教
育および会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取組みを継続的に行っております。
　また、当社は、内部通報制度により相談・通報体制を設けており、グループ各社にも開放することでコンプラ
イアンスの実効性向上に努めております。
③リスク管理体制
　コンプライアンス委員会において、報告されたリスクの管理状況について報告いたしました。
④内部監査
　監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実施いたしました。

　

（注） 事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨て、比率については表示単位未満の端数を四捨五入しておりま
す。
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連結貸借対照表（平成29年３月31日現在） (単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部 負債の部
流動資産 89,411 流動負債 63,613
現金預金 39,720 支払手形・工事未払金等 31,885
受取手形・完成工事未収入金等 42,561 短期借入金 8,717
未成工事支出金 2,609 未払金 8,805
その他のたな卸資産 127 未払法人税等 755
未収入金 2,259 未成工事受入金 7,593
繰延税金資産 1,747 完成工事補償引当金 450
その他 445 工事損失引当金 253
貸倒引当金 △59 その他 5,152

固定負債 10,710
固定資産 14,984 長期借入金 6,124
有形固定資産 4,715 繰延税金負債 16
建物・構築物 2,313 退職給付に係る負債 4,376
土地 1,831 その他 193
その他 571 負債合計 74,324
無形固定資産 397 純資産の部
ソフトウェア 283 株主資本 28,032
ソフトウェア仮勘定 1 資本金 9,614
その他 112 資本剰余金 2,165
投資その他の資産 9,871 利益剰余金 16,393
投資有価証券 8,635 自己株式 △142
長期貸付金 128 その他の包括利益累計額 1,930
繰延税金資産 342 その他有価証券評価差額金 2,714
その他 1,434 退職給付に係る調整累計額 △784
貸倒引当金 △669 非支配株主持分 108

純資産合計 30,071
資産合計 104,395 負債純資産合計 104,395
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連結損益計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） (単位：百万円）

科 目 金 額
売上高
完成工事高 131,618
その他の事業売上高 1,080 132,699

売上原価
完成工事原価 118,503
その他の事業売上原価 848 119,351
売上総利益
完成工事総利益 13,115
その他の事業総利益 232 13,348

販売費及び一般管理費 6,682
営業利益 6,665
営業外収益
受取利息及び配当金 228
持分法による投資利益 11
その他 27 267

営業外費用
支払利息 337
支払保証料 44
支払手数料 94
為替差損 46
その他 23 546
経常利益 6,385
特別利益
固定資産売却益 31
会員権退会益 3
その他 0 35

特別損失
固定資産除却損 3
減損損失 8
会員権及び入会金評価損 0 12
税金等調整前当期純利益 6,408
法人税、住民税及び事業税 880
法人税等調整額 △1,778 △897
当期純利益 7,306
非支配株主に帰属する当期純利益 11
親会社株主に帰属する当期純利益 7,294
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連結株主資本等変動計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） (単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成28年４月１日残高 8,419 970 9,479 △140 18,728
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 1,195 1,195 2,391
剰 余 金 の 配 当 △380 △380
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 7,294 7,294

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） -

連結会計年度中の変動額合計 1,195 1,195 6,914 △1 9,303
平成29年３月31日残高 9,614 2,165 16,393 △142 28,032
　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

平成28年４月１日残高 2,516 △1,435 1,081 114 19,925
連結会計年度中の変動額
新 株 の 発 行 - 2,391
剰 余 金 の 配 当 - △380
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 - 7,294

自 己 株 式 の 取 得 - △2
自 己 株 式 の 処 分 - 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 197 651 848 △6 842

連結会計年度中の変動額合計 197 651 848 △6 10,145
平成29年３月31日残高 2,714 △784 1,930 108 30,071
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貸借対照表（平成29年３月31日現在） (単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部 負債の部
流動資産 83,237 流動負債 62,250
現金預金 38,918 支払手形 5,802
受取手形 877 工事未払金 25,980
電子記録債権 1,115 短期借入金 7,668
完成工事未収入金 35,257 未払金 8,803
販売用不動産 85 未払費用 1,021
未成工事支出金 2,566 未払消費税等 138
材料貯蔵品 42 未払法人税等 740
未収入金 2,224 未成工事受入金 7,593
繰延税金資産 1,747 預り金 698
その他 462 仮受消費税等 3,099
貸倒引当金 △59 完成工事補償引当金 450

工事損失引当金 253
固定資産 14,897 固定負債 5,464
有形固定資産 4,715 長期借入金 2,012
建物・構築物 2,313 繰延税金負債 9
機械装置・運搬具 42 退職給付引当金 3,249
工具器具・備品 248 長期未払金 97
土地 1,831 その他 96
建設仮勘定 276 負債合計 67,715
リース資産 3 純資産の部
無形固定資産 397 株主資本 27,710
ソフトウェア 283 資本金 9,614
ソフトウェア仮勘定 1 資本剰余金 2,165
その他 112 資本準備金 2,165
投資その他の資産 9,784 その他資本剰余金 0
投資有価証券 8,501 利益剰余金 16,072
関係会社株式 124 利益準備金 53
長期貸付金 449 その他利益剰余金 16,019
長期営業外未収入金 679 固定資産圧縮積立金 414
長期前払費用 0 繰越利益剰余金 15,604
会員権及び入会金 196 自己株式 △142
その他 502 評価・換算差額等 2,709
貸倒引当金 △669 その他有価証券評価差額金 2,709

純資産合計 30,419
資産合計 98,134 負債純資産合計 98,134

宝印刷株式会社 2017年05月25日 15時24分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

Asanuma Corporation 26

損益計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） (単位：百万円）

科 目 金 額
売上高
完成工事高 131,618
その他の事業売上高 513 132,132

売上原価
完成工事原価 118,503
その他の事業売上原価 421 118,925
売上総利益
完成工事総利益 13,115
その他の事業総利益 92 13,207

販売費及び一般管理費 6,624
営業利益 6,582
営業外収益
受取利息及び配当金 188
その他 49 237

営業外費用
支払利息 250
支払保証料 44
支払手数料 94
為替差損 46
その他 23 458
経常利益 6,361
特別利益
固定資産売却益 31
会員権退会益 3
その他 0 35

特別損失
固定資産除却損 3
減損損失 8
会員権及び入会金評価損 0 12
税引前当期純利益 6,383
法人税、住民税及び事業税 853
法人税等調整額 △1,777 △924
当期純利益 7,308
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株主資本等変動計算書（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） (単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
固 定 資 産
圧縮積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成28年４月１日残高 8,419 970 0 970 15 423 8,704
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 1,195 1,195 1,195
固定資産圧縮積立金の取崩 - △8 8
利益準備金の積立 - 38 △38
剰 余 金 の 配 当 - △380
当 期 純 利 益 - 7,308
自 己 株 式 の 取 得 -
自 己 株 式 の 処 分 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） -

事業年度中の変動額合計 1,195 1,195 0 1,195 38 △8 6,899
平成29年３月31日残高 9,614 2,165 0 2,165 53 414 15,604
　

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産 合 計利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金利益剰余金合計

平成28年４月１日残高 9,143 △140 18,392 2,513 20,905
事業年度中の変動額
新 株 の 発 行 - 2,391 2,391
固定資産圧縮積立金の取崩 - - -
利益準備金の積立 - - -
剰 余 金 の 配 当 △380 △380 △380
当 期 純 利 益 7,308 7,308 7,308
自 己 株 式 の 取 得 - △2 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 - 0 0 0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） - - 195 195

事業年度中の変動額合計 6,928 △1 9,317 195 9,513
平成29年３月31日残高 16,072 △142 27,710 2,709 30,419
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月24日

株式会社　淺 沼 組
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒井憲一郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社淺沼組の平成28年４月１日から平成29年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社淺沼組及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月24日

株式会社　淺 沼 組
取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒井憲一郎 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 雅 史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社淺沼組の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第82期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第82期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成29年５月24日
株式会社 淺沼組 監 査 役 会

常勤監査役 香 田 一 郎 ㊞
常勤監査役 中 西 啓 悦 ㊞
監 査 役
(社外監査役) 石 島 隆 ㊞
監 査 役
(社外監査役) 山 脇 衛 ㊞

以 上
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平成29年６月28日（水曜日）午前10時
大阪市浪速区湊町一丁目２番３号
ホテルモントレ  グラスミア大阪　21階　ブルーベルの間
平成29年６月27日（火曜日）

● 第82期定時株主総会招集ご通知 ・・  1
● 定時株主総会参考書類
   第１号議案  剰余金の処分の件・・・・・・  3
   第２号議案  取締役８名選任の件・・・・  4
   第３号議案  監査役１名選任の件・・・・  8
● 添付書類
   事業報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9
   連結計算書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22
   計算書類・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25
   監査報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28

証券コード 1852

議決権行使期限

開　催　場　所

開　催　日　時

定時株主総会
招集ご通知

第82期
電  車

地下鉄及び近鉄・阪神をご利用の際は、
地下道30番出口にて直結

ＪＲをご利用の際は、Ｂ１Ｆ連絡口にて直結

会　場 　大阪市浪速区湊町一丁目２番３号
　　　　 ホテルモントレ　グラスミア大阪  21階　ブルーベルの間
電　話 　06－6645－7111（代表）

※マルイト難波ビル１Ｆ及びＢ１Ｆにホテル用入口がございます

ホテル入口
オフィス／ホテル
共用エントランス

1F連絡口B1F

な
ん
ば
駅 な

ん
ば
駅

なんば駅

阪
神
高
速
１
号
環
状
線

関
西
本
線

道頓堀川

大阪難波駅

地
下
鉄
御
堂
筋
線

地
下
鉄
四
つ
橋
線

千日前通り

難波元町
小学校

代々木
ゼミナール

富永病院

OCAT

湊町リバープレイス

地下鉄四つ橋線
30番出口

元町
中公園

地下鉄千日前線

阪神なんば線J
R
難
波
駅

1F B1F

※駐車場の準備はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願い申しあげます｡

Ｂ１Ｆ改札より徒歩約１分
ＪＲ難波駅

Ｂ１Ｆ北西or北東改札より徒歩約５分
地下鉄御堂筋線なんば駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
近鉄・阪神大阪難波駅

Ｂ２Ｆ西改札より徒歩約２分
地下鉄千日前線なんば駅

Ｂ１Ｆ北改札より徒歩約1分
地下鉄四つ橋線なんば駅

３Ｆ北改札or２Ｆ中央改札より
徒歩約10分

南海なんば駅

エレベーターで21階へ

株  主  総  会
会場ご案内図

ホテルモントレ グラスミア大阪 21階

地下鉄・近鉄・阪神

JR難波駅

エレベーターで
21階へ
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